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平成 23 年 6 月 8 日 

 

分布型流出モデルを用いた連続計算による流出計算結果の報告 

 

 京都大学で開発された分布型流出モデルを用いて連続計算を行い、現行モデルで設定されたRsa

と分布型流出モデルによって計算される流域平均貯留量との関係を分析した。また、平成 22 年 9

月洪水の再現を試みた。実施した計算内容は以下である。 

① 分布型流出モデルを用い、同一のパラメータ値を用いて、昭和 33 年 6 月から 10 月、昭和

34 年 6 月から 10 月、昭和 57 年 6 月から 10 月、平成 10 年 6 月から 10 月の連続計算を行っ

た。この計算結果をもとに、上記 4 洪水のピーク流量の再現性を確認した。 

② 上記 4 洪水を対象とし、現行モデルで用いられている貯留関数法のパラメータ Rsa と分布

型流出モデルの状態量（流域平均貯留高）との関連を分析した。 

③ 平成 22 年 9 月洪水の再現計算を試みた。 

 

１．京都大学の分布型流出モデルの構成 1)2)3)4) 

 国土数値情報の標高データ(空間分解能：250m) をもとに最急勾配の方向法に流下方向を決定し、

約 3km に区分した河道区間に寄与する部分流域を設定する。部分流域は勾配、落水方向、面積の

情報を持つ矩形斜面の集合であり、それぞれの矩形斜面に(1)式で表現するキネマティックウェー

ブモデルを適用する。このモデルでは、土壌中のマトリクス部を流れる不飽和流、土壌中の空隙

部の重力水として流れる飽和中間流、そして地表を流れる表面流の 3 種類を統合的に表現する流

量流積関係式を用いている。 
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ここで t は時間、x は距離でありる。h は水深、q は単位幅流量、r は降雨強度、e は蒸発散強度で

ある。ds は土壌中の最大水分量に対応する水深高さ、dc はマトリクス中の最大水分量に対応する

水深高さ、kc はマトリクス部の飽和透水係数、ka は大空隙での飽和透水係数であり、vc = kci、va = 

kai である。i は地形から定まる勾配である。また、βはマトリクス部において含水率の減少に伴

う透水係数の減少の大きさを表すパラメータであり、マトリクス部と大空隙部の流量流積関係の

連続性からβ(=ka/kc)の関係が得られる。α=i1/2n-1、m=5/3 とする。モデルの部分流域、落水方向、

矩形斜面、及び水位・流量関係を図 1 に表す。 
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図１：分布型流出モデルの部分流域、落水方向、矩形斜面および流量流積関係式 

 

 

２．既往４洪水を対象とした計算結果 

 現行モデルで対象とされている既往４洪水（昭和 33 年 9 月洪水、昭和 34 年 8 月洪水、昭和 57

年 9 月洪水、平成 10 年 9 月洪水）を含む 6 月から 10 月の連続計算を実施した。 

 

（１）計算条件 

①降水量 

 東京大学工学系研究科の小池研究室から提供された 500m 空間分解能のグリッド形式の降雨強

度を 1km 空間分解能に平均化したデータを用いた。このデータは、国土交通省から提供された地

点雨量を用い、ティーセン法（最近隣法）によって空間的な内挿計算が行われたものである。 

 

②蒸発散量 

 小池研究室から提供された JP10 に含まれる蒸発散強度のデータを用いた。 

 

③基底流量 

 流出モデルが基底流量を含めて計算する構造を持つため、外部から与える必要はない。 

 

④モデルパラメータ 

 分布型流出モデルのモデルパラメータの値は、1994~1998 年の 6 月から 10 月までの洪水データ

を用い、利根川流域の体表的な部分流域に対してそれぞれ同定した。部分流域ごとのに同定した

パラメータの値を表１に示す。 

 

⑤ダム操作 

流域の状態量の連続的な変化を把握するため、ダム操作は考慮してない。 

 

⑥差分計算時間間隔 

 10 分とした。 
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図２：分布型モデルのパラメータ設定による利根川流域の区分 

 

 

表１：設定したモデルパラメータの値 

中流域 流域区分 
支配面積 

(km2) 

n 

(m1/3/s)

ds 

(m) 

dc 

(m) 

ka 

(m/s) 

β 

(-) 

奥
利

根
流

域
 

八木沢ダム上流 167.6 0.30 0.40 0.20 0.012 9 

奈良俣ダム上流 61.0 0.30 0.75 0.40 0.012 9 

藤原ダム上流 184.8 0.30 0.35 0.20 0.012 9 

薗原ダム上流 492.2 0.30 0.35 0.30 0.012 9 

相俣ダム上流 119.0 0.30 0.25 0.20 0.012 5 

屋形原上流 652.9 0.28 0.20 0.05 0.012 7 

吾
妻

川
及

び
烏

・
神

流
川

流
域

 村上上流 1249.2 0.30 0.25 0.15 0.012 7 

高松上流 557.4 0.30 0.20 0.15 0.012 7 

岩井上流 558.5 0.30 0.20 0.15 0.012 9 

下久保ダム上流 323.9 0.30 0.30 0.15 0.012 4 

残
流

域
 

八斗島上流 767.1 0.28 0.35 0.20 0.012 5 
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（２）計算結果 

 

(a) 6 月 1 日～10 月 30 日                       (b) 9 月 1 日～9 月 30 日 

図３：1958 年 6 月～10 月の八斗島地点の河川流量 

 

 

(a) 6 月 1 日～10 月 30 日              (b) 8 月 1 日～8 月 30 日 

図４：1959 年 6 月～10 月の八斗島地点の河川流量 

 

 

(a) 6 月 1 日～10 月 30 日                  (b) 9 月 1 日～9 月 30 日 

図５：1982 年 6 月～10 月の八斗島地点の河川流量 

 

 

 

 



5 
 

 

(a) 6 月 1 日～10 月 30 日                  (b) 9 月 1 日～9 月 30 日 

図６：1998 年 6 月～10 月の八斗島地点の河川流量 

（３）まとめ 

同一のパラメータでピーク流量を含めて、河川流量を再現することを確認した。 

 

３．流域平均貯留高の計算結果 

 分布型流出モデルでは、計算格子点の計算水深を用いて任意の流域の貯留量を推定することが

可能である。部分流域ごとの貯留量（部分流域に含まれる全斜面要素の計算格子の水深（(１)式で

与えられる水深 h）を空間的に積分した値）をその流域面積で割ると部分流域ごとの流域平均貯

留高(mm)が得られる。図７はその時間変化を示したものである。八斗島地点での流量を合わせて

示している。流量変化と流域平均貯留高の変化はよく対応する。 

 

(a)1958 年 6 月～10 月                    (b)1959 年 6 月～10 月 

 

(c)1982 年 6 月～10 月                  (d)1998 年 6 月～10 月 

図７：各地点より上流域の流域平均貯留量の時間変化と八斗島地点の流量 
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３．分布型流出モデルによる流域平均貯留高と Rsaとの対応関係の分析 

 

 既往 4 洪水について、現行モデル（貯留関数法）による計算期間でピーク流量生起時刻より前

の期間において、分布型流出モデルが示す流域平均貯留高(mm)の最小値を取り出した。その値と

Rsa との関係を図８に示す。流域平均貯留高が大きくなり流域が湿った状態と考えられるときに、

Rsa が小さくなるという明瞭な関係は見られなかった。特に、昭和 57 年 9 月洪水については、洪

水前の初期流量が他の 3 洪水よりも大きく、それに対応して分布型モデルが出す流域平均貯留高

は４洪水の中でもっとも大きな値を示す。一方、この洪水について求められたRsaも大きな値となっ

ていた。 

この４洪水の結果を用いた場合、京大分布型流出モデルで得られる流域平均貯留高との対応で

みた場合には、Rsa を流域の水分状態のみを反映する物理的な状態を表現するパラメータとして

考えるのは難しく、様々な影響を含む洪水ピーク流量を再現するために必要となるパラメータと

考えることが適切であると考えられる。 

 

 

図８：分布型流出モデルか得られる流域平均貯留高（八斗島上流域）と 

現行モデルでの Rsaとの対応関係 

 

 

 

 

 

 

昭和 57年 9月洪水 

平成 10年 9月洪水

昭和 33年 9月洪水

昭和 34年年 8月洪
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４．平成 22 年 9 月洪水の再現計算 

 上記の分布型流出モデルを用いて平成 22 年 9 月の洪水再現計算を実施した。 

 

（１）計算条件 

 ２．の連続計算で用いたそれぞれ４期間の５ヵ月間の降雨データにおいて、平成 22 年 9 月 13

日午前 10 時からの 72 時間分の降雨データを、それぞれの期間の 72 時間分の降雨データと置き

換え、分布型流出モデルによる連続計算によって平成 22 年 9 月洪水の再現を試みた。降雨データ

を置き換える期間は、各年で実際に発生した降雨と連続して過大な評価とならないように期間を

設定した。設定した期間は以下の６通りを考えた。 

 

(1) 1958 年 9 月 14 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合 

(2) 1959 年 8 月 4 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合 

(3) 1959 年 8 月 9 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合 

(4) 1982 年 9 月 4 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合 

(5) 1982 年 9 月 9 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合 

(6) 1998 年 9 月 9 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合 

 

平成２２年９月洪水の降雨データは、東京大学工学系研究科の小池研究室から提供された500m

空間分解能のグリッド形式の降雨強度データである。このデータは、国土交通省から提供された

地点雨量を用い、ティーセン法（最近隣法）によって空間的な内挿計算が行われたものである。

降雨データ以外の計算条件は２．と同じである。 

 

（２）計算結果 

 
図９：分布型流出モデルによる平成２２年９月洪水の再現計算 
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計算されたピーク流量は以下のようであった。 

 

(1) 1958 年 9 月 14 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合：22318.5 m3/s 

(2) 1959 年 8 月 4 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合：20907.6 m3/s 

(3) 1959 年 8 月 9 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合：23462.2 m3/s 

(4) 1982 年 9 月 4 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合：22934.0 m3/s 

(5) 1982 年 9 月 9 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合：23333.8 m3/s 

(6) 1998 年 9 月 9 日 11 時からの 72 時間を 22 年 9 月降雨と置き換えた場合：22872.1 m3/s 

 

設定した期間によりピーク流量に違いが見られる。これは昭和 22 年 9 月降雨を設定した期間の初

期の状態の違いが現れている。 
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